
やまなし県有林Ｊ－ＶＥＲ紹介業務委託要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、やまなし県有林Ｊ－ＶＥＲ（環境省が運営するオフセット・クレ

ジット（Ｊ－ＶＥＲ）制度に基づいて認証された県有林活用温暖化対策プロジェクト

（県有林の経営活動によるＣＯ２吸収量の増大に関する県のプロジェクトをいう。）

により発行されたオフセット・クレジットをいう。以下同じ。）の購入を希望する者（以

下「購入希望者」という。）の募集に関する業務（以下「本件業務」という。）を委託

するために必要な事項を定めることにより、その販売を促進し、もってカーボン・オ

フセットの取組の推進を図ることを目的とする。 

（業務内容及び委託期間） 

第２条 本件業務は、次に掲げる業務とする。 

（１）購入希望者の募集に関する業務 

（２）購入希望者の紹介に関する業務 

２ 本件業務の委託期間は本件業務の委託契約を締結した日から当該日が属する年度

の３月３１日までとし、その実施期間は当該契約を締結した日から当該日が属する年

度の２月２０日（その日が県の休日（山梨県の休日を定める条例（平成元年山梨県条

例第６号）第２条第１項に掲げる日をいう。）に当たるときは、その日前においてそ

の日に最も近い県の休日でない日）までとする。 

（申請）         

第３条 県から本件業務の委託を受けようとする者は、やまなし県有林Ｊ－ＶＥＲ紹介

業務受託申請書（様式第１号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する提出は、持参又は郵送により行うものとする。 

（受託者の決定の基準） 

第４条 知事は、本件業務の委託を受けようとする者が次の各号いずれかに該当すると

きは、受託者としないものとする。 

（１）違法又は不当な行為により営業停止その他の不利益処分を受けている者 

（２）次のアからカまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において

同じ。） 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に不正に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接

的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 



オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がア

からオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者 

（３）前号アからカまでに掲げる者がその経営に実質的に関与している者 

（受託者の決定） 

第５条 知事は、第３条第１項に規定する申請があったときは、先着順に当該申請の内

容を審査して本件業務の受託者とするかどうかを決定し、その結果について当該申請

を行った者に通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知は、受託者とする旨の決定に係るものにあっては受託者決定

通知書（様式第２号）により、受託者としない旨の決定に係るものにあってはその旨

及び理由を記載した書面により行うものとする。 

（契約の締結） 

第６条 知事は、前条第１項の規定により受託者を決定したときは、やまなし県有林Ｊ

－ＶＥＲ紹介業務委託契約書（様式第３号）により当該決定に係る者と契約を締結す

るものとする。 

２ 知事は、前項の契約を締結した後は、速やかに、その旨を県のホームページで公表

するものとする。 

（委託料） 

第７条 県は受託者に対し、前条第１項の規定により締結した契約で定めるところによ

り、本件業務の対価として委託料を支払うものとする。 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

附 則 

この要領は、令和５年１月１８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第１号） 

 

令和 年  月  日 

 

山梨県知事 殿 

 

所在地 

事業者名 

代表者名 

電話番号 

 

 

やまなし県有林Ｊ－ＶＥＲ紹介業務受託者申請書 

 

 

やまなし県有林Ｊ－ＶＥＲ紹介業務を受託したいので、やまなし県有林Ｊ－ＶＥＲ紹介

業務委託要領第３条第１項により次のとおり申請します。 

 

 

 

 

 

１ 紹介委託料（委託料希望額） 

  販売価格    円／t-co2（税抜）に対する  ％（金額：   円（税抜）） 

 

２ 添付書類 

① 業者等の定款の写し又はこれに代わるもの 

② 事業者等の概要調書（別紙１） 

③ 事業実施計画書（別紙２） 

④ 誓約書（別紙３） 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙１） 

 

事業者等の概要調書 

 

名  称 

 

 

 

【設立年月：  年  月】 

 

所 在 地 

 

〒 

 

℡ 

 

連 絡 先 

（上記と異なる時） 

 

〒 

 

 

℡ 

 

代 表 者 氏 名 

 

 

 

 

 

事 業 責 任 者 

 

役職・氏名         TEL 

 

FAX            E-mail 

 

 

法 人 概 要 

 

 

従業員数（支店等含む）： 

資本金： 

前年度売上高： 

 

 

 

活 動 概 要 

 

 

 

※自社の事業内容、活動拠点等記入 

 

備  考 

 

 

 

 



（別紙２） 

 

事業実施計画書 

 

申請者等の名称：            

事業実施計画の概要 

１ 活動体制 

 

 

 

 

 

 

２ 活動内容 

 

 

 

 

 

 

３ 取組方法等 

 

 

 

 

 

 

４ その他（自由記載） 

※欄が不足する場合は、必要に応じて追加すること 

 添付資料等がある場合は、別途添付すること 

 



（別紙３） 

誓    約    書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。 

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に

利用することに同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１）暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

（４）暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的

若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

（５）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（６）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記

（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締

結している者 

２ １（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の

団体又は個人ではありません。 

令和  年  月  日 

 様 

            〔 法人、団体にあっては事務所所在地 〕 

 

住  所                            

                         〔 社印または代表者印 〕 

（ふりがな）  

法人名                          ㊞  

 

（ふりがな）  

代表者名                 ㊞（男・女） 

 

生年月日（大正・昭和・平成・令和）   年  月  日 


